平成26年度　再々評価調書
１事業概要

	事業名
	主要地方道 美原太子線（粟ヶ池工区）道路改良事業

	担当部署
	都市整備部交通道路室道路整備課建設グループ（連絡先　06－6944－9280）

	事業箇所
	富田林市中野町～宮町

	再々評価理由
	評価の必要が生じたため（事業の一部再開）

	目的
	本路線は、旧美原町を起点とし、富田林市を経由して太子町に至る南河内地域北部を東西に結ぶ幹線道路である。

本事業は、近鉄長野線と東西に交差する現道美原太子線等の周辺道路の渋滞対策のため、バイパスを整備し、交差する当該鉄道を高架化することにより、周辺道路の交通分散化、自動車交通の円滑化による道路ネットワークの強化や歩行者等の安全確保を目的とする。
また、並行する現道は、広域緊急交通路に位置づけられているが、近鉄長野線との交差踏切部付近は、幅員狭隘であるため、本路線の整備により災害時の緊急車両用道路等の機能を確保することも目的とする。

	内容
（　）内の数値は

前回評価時点のもの


	〔平　面　道　路　整　備〕
　　延　　　長：L=0.4km
　　幅　　　員：W=16.0ｍ (車線数：２車線、両側自歩道)
〔鉄道高架による立体交差化〕
　　高架延長：L=0.91km（0.98㎞）
　　幅　　　員：W=9.5ｍ
　　踏切除却数： 2箇所

	事業費

（　）内の数値は

前回評価時点のもの
	全体事業費：約70.7億円（約63.0億円）（国：38.9億円、府等：31.8億円）
（内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　
用地費　約  4.5億円（約4.5億円）
　　　　　工事費　約66.2億円（約58.5億円）　　　　  　　
　【工事内訳書】
　　　　　立体交差　50.7億円（約43.0億円）

　　　　　平面道路　15.5億円（約15.5億円)

	事業費の変更理由
	・線形、高架構造物の割り付けの見直しによる構造の変更　▲1.0億円

　　　　鉄道立体交差化延長  0.98㎞　⇒　0.91㎞

　　　　高架構造区間延長　　0.58㎞　⇒　0.44㎞
・鉄道構造物等設計標準・同解説の改定に伴う
　設計の見直しによる構造の変更　　　　　　　　　　＋8.7億円


	維持管理費
	5.0百万円／年・㎞


２事業の必要性等に関する視点
	
	【計画・再評価時点】
〔H9,H18〕
	【再々評価時点】

〔H24〕
	【再々々評価時点】

〔H26〕
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	・(新)美原太子線は旧国道170号まで供用しており、その交差部において慢性的な渋滞が発生している。
・また、平行する（旧）美
原太子線の交通の円滑化や安全性の向上にも寄与する。

・本バイパスが完成する
ことにより、当該道路は
もとより、交差する旧国
道170号の交通の円滑化や、近鉄長野線の立体交差化による周辺踏切の交通渋滞緩和が期待できる。
【周辺路線の交通量】

美原太子線 

〔Ｈ９〕 7,746台/12h
〔Ｈ11〕 7,554台/12h
〔Ｈ17〕 7,463台/12h
(新)美原太子線
〔Ｈ９〕 11,417台/12h
〔Ｈ11〕 12,444台/12h
〔Ｈ17〕 11,641台/12h

	・鉄道との立体交差は、
財政再建プログラム(案)による公共事業費削減のため平成20年度以降一時休止。　　

　完成予定年度の目処は立っていない。

・立体交差の一時休止に伴い、暫定平面交差について鉄道事業者及び地元と調整中。

【周辺の交通量】
美原太子線 

〔Ｈ22〕 5,257台/12h
 (新)美原太子線

〔Ｈ22〕 9,835台/12h

	・道路の平面整備のみでは、踏切が存置されるため、安全性確保の観点から、鉄道事業者と、再度、立体交差を前提に協議し、合意した。

・市道の踏切除却も伴うことから、鉄道高架化に関して地元市が共同事業者となることを前提に協議中。
【周辺の交通量】
美原太子線 

〔Ｈ22〕 5,257台/12h
 (新)美原太子線

〔Ｈ25〕 11,032台/12h
※H25年4月に 富田林市の企業団地と(新)美原太子線を繋ぐ市道甲田桜井線が開通した。


	H25年2月に、本事業箇所に類似した幹線道路に近接する踏切において事故が発生したことを契機に、さらなる安全性向上が求められている。
H17からH22センサスでは、府域全体で交通量の減少傾向にあり、本路線でもその傾向がみられる。
市道甲田桜井線の開通により（新）美原太子線の交通量が増加した。



	地元等の
協力体制等
	・地元は強く本事業の再開、早期完成を望んでいる。
（平成20年度5,552名分の工事一時中止の撤回を求める陳情書あり）
	－

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【分析結果】

・B/C=1.6

B=75.4億円 

C=48.0億円
【算出方法】

国土交通省
「費用便益分析マニュアル（平成15年8月）」により算出

	【分析結果】

・B/C=1.1
B=51.0億円

C=48.0億円

※費用及び便益は、供用開始をH30年度として算出

【算出方法】

国土交通省
「費用便益分析マニュアル（平成20年11月）」により算出
	【分析結果】

・B/C=1.1
B=71.7億円
C=64.9億円
※費用及び便益は、供用開始をH34年度として算出

【算出方法】

国土交通省
「費用便益分析マニュアル（平成20年11月）」により算出
	・H25.4の市道甲田桜井線の開通に伴い周辺ネットワークを見直した結果、路線が増加した。

・その結果、交通が分散され、速度低下が軽減されたことにより走行経費減少便益は増加した。

・整備前後の移動時間の差が前回評価時よりも短くなるため走行時間短縮便益が減少した。

・交通事故減少便益は、踏切事故の時点修正が減少要因となったものの、２車線路線の交通量の減少による増加要因もあったため、全体としては増加した。
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・上記三つの便益を合わせた結果、総便益は増加した。

	
	【計画・再評価時点】

〔H9,H18〕
	【再々評価時点】

〔H24〕
	【再々々評価時点】

〔H26〕
	【変動要因の分析】

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安全・安心】

・災害時の広域緊急交通路の確保

・周辺狭小道路への迂回交通量減少による安心・安全性の向上

【活力】

・地域間交流連携の強化

・物流効率化の支援

【快適性】

・十分な幅員が確保された歩道による快適性の向上

・周辺狭小道路の迂回交通量減少による快適性の向上
	－

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H9年度

②H9年度

③H30年度
	①H9年度

②H9年度

③
平面道路：H30年

立体交差：未定
	①H9年度

②H9年度

③
平面道路：H30年
立体交差：H30年代半ば
	－

	＜進捗状況＞
	・全体　9％

(5.5億円/63億円)

・用地　71％
(3.2億円/4.5億円)

・工事　4％
(2.3億円/58.5億円)
	・全体　15％

（9.3億円/63億円）

・用地　95％

（4.0億円/4.5億円）

・工事 9％

（5.3億円/58.5億円）
	・全体　13％

（9.3億円/70.7億円）

・用地　95％

（4.0億円/4.5億円）

・工事 8％

（5.3億円/66.2億円）
	・事業費の見直しに伴う進捗率の減少

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・国道170号と旧国道170号を東西に結ぶ現道美原太子線等の周辺道路は、近鉄長野線を横断することから、踏切の遮断等によって渋滞が発生している。また、並行する現道は、広域緊急交通路に位置づけられているにも関わらず、近鉄長野線の踏切付近が狭隘であることから、渋滞解消、緊急・災害時の緊急車両用道路等の機能を確保するため、バイパスを整備する必要がある。
・これまで鉄道の立体交差化は休止し、暫定的に平面交差による整備を予定していたが、本事業箇所に類似した幹線道路に近接する踏切での事故を契機に、再度、鉄道事業者と協議した結果、鉄道・道路交差箇所の安全性を確保するため、鉄道高架化を平面道路整備と同時に進めていく必要が生じた。


３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・平面道路整備については、用地を９５％取得済みで、主たる工事となる橋梁工事も着手済であり、今年度より残区間の本格的な整備を行う。
・鉄道の立体交差化については、鉄道事業者との協議の結果、平成３０年代半ばに鉄道高架を供用する予定である。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・平面道路整備については、既に主な構造物である橋梁に着手しており、現時点においてルートの変更を行うことは非効率であるため、代替案立案の余地はない。

・鉄道立体交差化については、鉄道事業者等との協議で、施工延長、本体高架構造物の割り付けなど比較検討を行い、施工延長の縮減及び一部構造の見直しを行った。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	本路線の整備により、周辺道路の渋滞が緩和され、大気質への負荷物質排出量の抑制に寄与。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	－

	その他
	【上位計画】

・大阪府都市整備中期計画（案）Ｈ２４．３


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○事業継続（一部再開）[平面道路部：「継続」、鉄道立体交差化：「再開」]
・平面道路については、用地買収を概ね終え、工事は約３４％進捗し、事業の必要性に変化はないため、継続する。
・これまで鉄道の立体交差化は休止し、暫定的に平面交差による整備を予定していたが、鉄道・道路交差箇所の安全性を確保するため、鉄道の立体交差化を再開する。



